豊中市債券運用細則
１　目的
この細則は、豊中市会計管理者が豊中市公金管理基準第８の規定により債券運用を行う場合の、適正な執行を図るための細目を定めることを目的とする。
２　公金の範囲
この指針で債券運用する公金は、歳計現金及び基金に属する現金とする。
３　債券の選択基準
「豊中市公金の管理に関する基本方針」第３の規定に基づき、運用する債券の選択にあたって、考慮すべき事項及びその優先順位は次のとおりとする。

①安全性の確保・・・信用リスクがきわめて低く、元本の償還及び利息の支払いが確実であること。
②流動性の確保・・・流動性リスクが低く、必要に応じて随時換金が可能であること。

③有利性の追求・・・利回りが金融機関への預金に比べて有利であることが期待できること。
④効率性の追求・・・費用対効果を勘案したうえで、過大な事務量を投下することがないよう留意すること。

４　運用方法
前号の債券の選択基準及び「豊中市公金管理基準」第３及び第５の規定に基づき、債券での運用については、次に挙げる金融商品により行う。

ア　国庫短期証券

イ　国債

ウ　政府保証債

エ　地方債
オ　地方公共団体金融機構債
なお、購入する債券は、購入価格が額面価格を上回らないもの（アンダーパー）を原則とする。但し、満期償還時における受取利息が額面価格と取得価格の差額を上回る場合は、その限りではない。
５　運用期間
歳計現金については「豊中市公金管理基準」第４の２の規定により、１年を超えないものとする。基金については、「豊中市公金管理基準」第６の２の規定により、市長の決定した運用方針によるものとするが、購入する債券の残存期間が２０年以内のものを原則とする。
また、債券での運用にあたっては、価格変動リスクを回避するため、償還日までの保有を原則とする。

ただし、次の場合については、売却時点での利息総額が売却差損を上回るならば、運用中の債券の売却を行うことができる。

（１）資金の安全性を確保するために必要な場合
（２）流動性を確保するためにやむを得ない場合
（３）有利性を確実に向上させるため当該商品の入れ替えを行う場合
６　購入先金融機関の選定
　債券の購入にあたっては、競争性に優れた引合方式又は機動性に優れた相対方式のうち、資金状況や金利動向等に留意し、効率性の高い方法を用いる。

　ただし、期間が１ヶ月以上に渡る運用については、新発債で債券の銘柄を指定して購入する場合を除き、必ず引合方式によるものとする。

なお、選定にあたっては、「豊中市公金の管理に関する基本方針」第６（１）の規定にある証券会社については、市内に営業拠点を有する証券会社を優先するものとする。
７　市長との協議
歳計現金を債券で運用する場合は、会計管理者はあらかじめ市長との協議を経るものとする。
８　その他
豊中市公金の管理に関する基本方針及びこの細則に定めるもののほか、債券運用に関して必要な事項は、会計管理者が別に定める。
附　則
この基準は、平成１７年４月１日から実施する。
附　則
この基準は、平成１９年４月１日から実施する。
附　則
この基準は、平成２６年４月１日から実施する。
附　則
この基準は、平成２８年４月１日から実施する。
附　則
この基準は、平成３１年４月１日から実施する。

附　則
この基準は、令和３年１２月１日から実施する。
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